
熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金交付要領 

 

 

（趣 旨） 

第１条 知事は、本県における保育人材の確保を図るため、「保育士修学資金の貸付け

等について（平成２８年２月３日付け厚生労働省発雇児０２０３第３号厚生労働事務

次官通知）」別紙「保育士修学資金貸付等制度実施要綱」（以下「実施要綱」という。）

及び「保育士修学資金貸付等制度の運営について（平成２８年２月３日付け雇児発０

２０３第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」により保育士修学資金貸付

等事業（以下「事業」という。）を行う社会福祉法人熊本県社会福祉協議会（以下「県

社協」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交

付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規

則」という。）及び熊本県健康福祉部補助金等交付要項（以下「要項」という。）に

定めるもののほか、この要領に定めるところによる。 

 

（交付額の算定方法） 

第２条 この補助金の交付額は、以下の方法により得た額の合計とする。 

（１）県費分に係る交付額については、対象経費の実支出額と、総事業費から当該事業

に係る寄附金その他の収入額（寄附金を除く。）を控除した額とを比較して少ない

方の額に 1/10 を乗じて得た額とする。 

（２）国費分に係る交付額については、要項別表に定める基準額とする。 

 

（交付申請） 

第３条 要項第３条の申請書は、別に指示する日までに提出するものとする。 

２ 要項第３条第２項第１号の事業計画書及び同項第３号のその他必要とする書類は、

次のとおりとする。 

 （１）熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金事業計画書（別表１） 

 （２）熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金所要額調書（別表２） 

 （３）熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金所要額算出内訳書（別表３） 

３ 要項第３条第２項第２号の収支予算書は、資金収支予算書によるものとする。 

 

（交付の条件） 

第４条 補助金の交付の条件は、規則第５条第１項第１号及び第２号に掲げるもののほ

か、次に定めるとおりとする。 

 （１）事業の実施に当たっては、貸付計画書（貸付見込人数、貸付見込額、返還見込

額等）を策定し、当該計画書（当該計画書の内容を変更する場合を含む。）の内

容について、知事の承認を受けること。 

 （２）債権管理に当たり、修学資金等の返還期間、返還額又は返還方法（当該返還期

間等を変更する場合を含む。）について、知事の承認を受けること。 

 （３）返還の債務の免除に当たり、修学資金等の貸付けを受けた者が、長期間所在不



明となっている場合等修学資金等を返還させることが困難であると認められる場

合であって、履行期限到来後に返還を請求した最初の日から５年以上経過したと

きにおいて、返還の債務の額の全部又は一部の免除を行う場合には、その妥当性

について知事の承認を受けること。 

 （４）事業に関する会計については、特別会計を設定して会計経理を明確にしなけれ

ばならない。 

 （５）事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、知事の承認を受けな

ければならない。 

 （６）事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中

止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。 

    ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機

械及び器具及びその他の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財

産処分が完了する日、又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３０年政令第２５５号。以下「適化法施行令」という。）第１４条第１

項第２号の規定により知事が別に定める期間を経過する日までのいずれか遅い日

まで保管しておかなければならない。 

（７）事業により取得し、または効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具及

びその他の財産については、適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により知

事が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄し

てはならない。 

（８）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（９）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。 

（10）その他事業の実施に当たっては、県の指導・助言を受けること。 

  

（変更交付申請） 

第５条 要項第５条第２項の事業変更計画書の様式は、第３条第２項に定める様式を 

準用する。 

 

（状況報告） 

第６条 特別会計については、毎年度、当該年度における貸付件数、貸付額、返還額等

の貸付事業決算書を策定し、知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第７条 要項第９条第１項の実績報告書は、別に指示する日までに提出するものとする。 



２ 要項第９条第２項第１号の事業実績書及び同項第３号のその他知事が必要と認める

書類は、次のとおりとする。 

 （１）熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金事業実績書（別表４） 

 （２）熊本県保育士修学資金貸付等事業費補助金精算書（別表５） 

３ 要項第９条第２項第２号の収支精算書は、資金収支計算書（見込書）によるものと

する。 

 

（補助金の返還） 

第８条 知事は、県社協が事業を中止し、又は廃止した場合には、知事の定めるところ

により返還金及び中止又は廃止する時点における貸付原資等の残余額の全額に相当す

る金額を県に返還させることがある。 

２ 前項の返還金のうち、未貸付金及び事務費については、中止又は廃止後直ちに、そ

の後において受け入れた貸付金の返還金については毎年度末日までに県に返還しなけ

ればならない。 

３ 県社協は、知事の承認を受けて事業を廃止する場合には、県社協が現に貸し付けて

いる貸付金の状況及び当該貸付金の貸付計画等を知事に報告するとともに、事業を廃

止する時期までの各年度における補助金の額の合計額を限度として知事が定める額を

県に返還しなければならない。 

４ 知事は、使用見込みのなくなった貸付原資又は事務費の残余額がある場合には、期

限を定めて、県に返還させることができる。 

 

（雑則） 

第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２５年７月２日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２６年６月１２日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２６年１０月２４日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２７年１１月１３日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２８年１月２２日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

   

   附 則 



 この要領は、平成２８年７月２２日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要領は、平成２９年１１月６日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要領は、平成３０年３月２０日から施行する。 

 


